
指標 

（厚労省提出指標）

Process

期間 各指標の計算式と分母・分子の項目名 分母・分子の解釈 

分子 身体抑制を実施した延べ日数（A、B、C 共通） ６歳以下およびセンサーマットを除く 

分母 
Ａ）当月の身体抑制を実施した実患者数  

Ｂ）当月の入院患者延べ数（退院患者延べ数含む）   

Ｃ）複数スタッフで検討した記録のある回数 

収集期間 １ヶ月毎  

調整方法 

身体抑制 

○2023年の改善事例の報告はありませんでした。 

 A）B）C）ともに回答病院は昨年より増加しました。 

うち、年間通してデータ提出があったのはA)51病院、B)52病院、C)43病院でした。 

A)全体では1人当たりの抑制日数の最小値が2.71日→6.53日と4日近く延長しました。個別で見ると、22年と

比較して抑制日数が延長した病院は26病院、短縮した病院は27病院ありました。前年に比べて最大で15.49

日延長した病院もあれば15.45日短縮した病院もあります。 

B)抑制割合では昨年と変化はありませんでした。 

C)解除・軽減の検討間隔では、全体的にやや延長傾向にあります。数値のばらつきが多く、年間平均で41.17

日短縮した病院や、15.56日延長した病院もありますが、不正確なデータもあります。 

 2023年は、対象になる患者数にはあまり変化は見られませんが、抑制日数の延長や解除・軽減の検討間隔の

延長の傾向が見られました。 

 2020年度以降、診療報酬改定による看護体制の変化や、慢性的な職員不足もあり、医療活動維持のために抑

制に頼らざるを得ない状況や、解除に向けた複数スタッフでの検討が難しい状況が発生していると思われます。

 2024年度の診療報酬では「身体拘束を最小化する体制整備」が精神科を除くすべての病棟・病室の施設基準

に盛り込まれました。今後の変化が注目されます。 

この指標では、一日のうち一時的に解除できたとしても、抑制日数としては１日と計算されます。また、不

正確なデータの入力もありましたので、提出前のデータの確認をお願いします。 

Ａ）医療保険適用病床における身体抑制患者1人あたり抑制日数、 
Ｂ）医療保険適用病床における抑制割合、 
Ｃ）解除・軽減の検討間隔（検討のべ日数/抑制のべ回数） 57

指標の意義 

指標の計算式、分母・分子の解釈 

改善・運用事例など 

2023年間数値報告 

・身体抑制の実態を把握し、早期に抑制解除を行う努力が継続されているかどうかを検証する。 

A) 最小値  6.53 25％値 10.15 中央値 13.26 75％値 16.09 最大値 23.79 

B) 最小値  0.01 25％値 0.06 中央値 0.09 75％値 0.16 最大値 0.31 

C) 最小値  0.62 25％値 1.00 中央値 1.16 75％値 4.78 最大値 10.32 

回答病院 A)57病院 B)57病院  C)51病院 

考察・分析 


























